
 

北杜市告示第１１１号 

 

 北杜市家具転倒防止器具購入費補助金交付要綱を次のとおり定める。 

 

  令和７年１０月１日 

 

北杜市長 大 柴 邦 彦    

 

   北杜市家具転倒防止器具購入費補助金交付要綱 

(趣旨) 

第１条 この告示は、家具転倒防止器具の設置を促進することにより、地震におけ

る家具の転倒による被害から市民の生命及び財産を守るため、居住の用に供する

家屋に設置する家具転倒防止器具を購入した者に対し、予算の範囲内において、

北杜市補助金等交付規則（平成１６年北杜市規則第５１号）及びこの告示に基づ

き補助金を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 家具 タンス、食器棚、本棚その他これらに類する床置き型の家具並びに

テレビ及び冷蔵庫をいう。 

(２) 家具転倒防止器具 家具の転倒を防止するために有効な器具をいう。 

(補助対象者) 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき、本市が備える住民基本台

帳に記録されている者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 (１) 補助対象者及び当該補助対象者と同一の世帯に属する者（以下「補助対象

者等」という。）のいずれも、税、市債務その他の徴収金に滞納がないこと。 

 (２) 補助対象者等のいずれも、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。 

 (３) 補助対象者等のいずれも、この告示に基づく補助金の交付を受けたことが

ないこと。 

(補助対象経費) 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、この告示

の施行の日以後に購入した家具転倒防止器具（補助対象者が居住する住宅（専ら

居住の用に供する家屋をいう。以下同じ。）に設置する家具転倒防止器具に限る。）

の購入に要する経費とする。 



 

(補助金の額等) 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額とし、１万円を限

度とする。 

２ 前項の規定により算定した補助金の額に１００円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

(補助金の交付申請) 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、

北杜市家具転倒防止器具購入費補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」

という。）に、次に掲げる書類を添えて、令和８年３月２７日までに、市長に提

出しなければならない。 

(１) 補助対象経費の支払いを証する書類 

(２) 家具転倒防止器具の取付状況が分かる写真 

(３) その他市長が必要と認める書類 

(補助金の交付決定等) 

第７条 市長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、速やかに関係書

類を審査した上で、補助金の交付の可否を決定し、その結果を北杜市家具転倒防

止金具購入費補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により申請者に通

知するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する通知に、必要な条件を付すことができる。 

 (補助金の返還) 

第８条 市長は、申請者が虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受けた場合

又は前条第１項の規定により交付決定を受けた申請者（以下「補助決定者」とい

う。）が、この告示及び当該補助金の決定内容に違反した場合は、補助金の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合は、北杜市家

具転倒防止金具購入費補助金交付決定取消通知書（様式第３号）により補助事業

者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付を取り消し、又はその額を減額した

場合で既に補助金の全部又は一部が交付されているときは、北杜市家具転倒防止

金具購入費補助金返還命令書（様式第４号）により期限を定めて、その返還を命

ずるものとする。 

 (財産の処分の制限) 

第９条 補助決定者は、補助金の交付を受け、取得した家具転倒防止器具（以下「補

助交付器具」という。）については、購入の日から５年を経過するまで、この告

示の目的に反して、使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し、

又は廃棄してはならない。ただし、補助対象器具の損傷等により、安全に使用す



 

ることができなくなった場合は、この限りでない。 

２ 補助交付器具については、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、そ

の効果的な運用を図らなければならない。 

 (書類の保管) 

第１０条 補助決定者は、補助交付器具の購入に係る収入及び支出の証拠書類を整

備し、当該補助交付器具の購入の日の属する年度の終了後５年間保管しておかな

ければならない。 

 (報告及び調査) 

第１１条 市長は、必要があると認めるときは、補助決定者に対し報告を求め、又

は関係職員を派遣して関係書類を調査させることができる。 

(その他) 

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 (施行期日) 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

(有効期限) 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この告示に

基づき交付決定された補助金については、この告示の失効後も、なおその効力を

有する。 

 


